
 

政権公約に対する指定都市市長会要請 

 
人口減少社会の到来、少子高齢化の進行、経済の成熟化及びグローバ

ル化の進展など、我が国が構造的な転換期を迎える中、指定都市におい

ては、住民福祉の向上、生活環境の整備、都市機能の充実等の財政需要

が増加の一途をたどっていることに加え、東日本大震災の復興関連事業

及び防災・減災事業にも積極的に取り組む必要があります。 

 

このような状況において、指定都市が、引き続き我が国を牽引する役

割を果たしていくためには、地方が自らの判断と責任により、地域の実

情に沿った行政運営を行うことが可能となるよう、国から地方への権限

移譲・税源移譲等を一体的に実施するなどの地方分権改革を推進するこ

とが不可欠です。 

 

しかし、地方分権改革については、第１次及び第２次一括法の施行に

加え、今般、第３次一括法案が国会へ提出されるなど、義務付け・枠付

けの見直しや基礎自治体への権限移譲などについて一定の進展が見られ

るものの、いまだ不十分と言わざるを得ず、指定都市の能力を十分に発

揮できる状況ではありません。 

 

そこで、多様な大都市制度の実現を始め、次の事項を貴政党の政権公

約に盛り込み、積極的に取り組んでいただくよう強く要請します。 
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１ 多様な大都市制度の実現 

大都市制度に関する議論の根幹は、基礎自治体優先の原則の下、住民がより良い

行政サービスを受けられるよう、大幅な権限と財源の移譲による真の分権型社会を

実現することにある。 
  指定都市は、その規模や歴史・文化の違い、国や広域自治体との関係性、地域で

果たす役割など、異なる特性があり、大阪や新潟などでは、各地域にふさわしい大

都市制度の実現を目指している。大都市が抱える諸課題を解決し、我が国の経済成

長を牽引していくためには、道州制の議論も見守りつつ、各地域の実情に応じた大

都市制度を整備することが必要である。 
  ついては、「大都市地域における特別区の設置に関する法律」に続き、従来から

制度創設を提案している特別自治市など多様な大都市制度の早期実現を図ること。 

 

２ 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

地方の自主財源の充実・強化を図るため、消費税、所得税、法人税など複数の基

幹税からの税源移譲を行い、国・地方間の「税の配分」をまずは５：５とすること。 
さらに、国と地方の新たな役割分担に応じた「税の配分」となるよう、地方税の

配分割合を高めていくこと。 
なお、地方自治体間の財政力格差の是正については、地方間の税収の水平調整で

はなく、地方税財源拡充の中で地方交付税等も含め一体的に行うこと。 

 

３ 大幅な権限移譲 

国はその本来果たすべき役割を重点的に担い、住民に身近な行政はできる限り地

方自治体に委ねるという理念の下、国と地方の役割分担を抜本的に見直すとともに、

基礎自治体優先の原則に基づき、国・道府県から指定都市への大幅な権限移譲を進

めること。 
また、法令等による義務付け・枠付け・関与については、地方自治体において自

主性及び自立性が十分に発揮できるよう、原則として廃止すること。 
さらに、国の出先機関改革については、見直しに向けた具体的な工程を明らかに

して、着実に推進すること。 

 

４ 権限移譲に伴う税源の確実な移譲 

権限移譲により指定都市に新たに生じる財政負担については、税源移譲を基本と

して、適切な財政措置を講じること。特に、県費負担教職員制度に係る包括的な権

限を指定都市に移譲する際は、これに伴い必要となる財源については、道府県から

指定都市への税源移譲により措置すること。 



５ 大都市税源の充実強化 

指定都市が大都市特有の財政需要や道府県に代わって行政サービスを提供する事

務配分の特例に対応し、自主的かつ自立的な行財政運営を行えるよう、国・道府県

から指定都市への大幅な税源移譲を行うこと。 

 

６ 国庫補助負担金の改革 

国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が担うべき分野については、必要

な経費全額を国が負担するとともに、地方が担うべき分野については、国庫補助負

担金を廃止し、所要額を全額税源移譲すること。 

 

７ 国直轄事業負担金の廃止 

国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が行うこととされた国直轄事業に

ついては、地方負担を早期に廃止すること。 
また、現行の国直轄事業を地方へ移譲する際には、所要額を全額税源移譲するこ

と。 
 

８ 地方交付税の改革等 

地方交付税総額については、地方の財政需要や地方税などの収入を的確に見込む

ことで、必要額を確保すること。 
国・地方を通じた歳出削減努力によってもなお生じる地方財源不足の解消は、地

方交付税の法定率引上げによって対応すべきであり、臨時財政対策債は速やかに廃

止すること。 
地方交付税の算定に当たっては、大都市特有の財政需要を的確に反映させるとと

もに、予見可能性の確保に努めること。 
また、地方交付税は、地方固有の財源であることから、国の政策目的を達成する

ための削減は行わないこと。 

  

９ 社会保障と税の一体改革の推進 

社会保障のあり方については、「社会保障制度改革国民会議」との連携を基に検討

を進めることとしているが、社会保障サービスの担い手である指定都市を含む地方

の意見を十分反映させるとともに、「国と地方の協議の場」において真摯に議論し、

国民が安心して未来を託し得る、将来にわたって持続可能な社会保障制度を早期に

実現すること。 

 


